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第１章  経 営戦略の趣旨  

1.1 経 営 戦 略 の位置付け  
板 倉 町（以下「本町」）は、町村合併促進法により、昭和 3 0 年、西谷田

村、海老瀬村、大箇野村、伊奈良村の 4 か村の合併によって誕生しました。
群馬県の中で、東京に最も近い位置にあり、「鶴舞う形の群馬県」と上毛カ

ルタにも歌われる鶴のくちばしの部分にあたります。渡良瀬川と利根川に

挟まれた三角地帯で、栃木、埼玉の２県に接しています。  
第 1 次産業は、昭和 4 0 年代より稲作中心から施設園芸への展開を図り、

キュウリ出荷額は全国一となりました。昭和 4 7 年に東北自動車道の供用
が開始されてからは、第 2 次産業も生産が活発化し、昭和 5 4 年 3 月には
工業団地が完成し、優良企業が誘致され、操業を開始しました。  
このようは情勢下において本町では、市街地の無計画なスプロール化を

防止し、町の健全な発展を促進するため、連続した市街化地域を中心とし

た 1 7 7 h a に対して、都市計画に基づく用途地域を設定しました。（うち 3 7 h a
は 工 業 専 用 地 域 で あ り 、 後 述 の と お り 下 水 道 計 画 よ り 除 く 。） こ の 他 に 約

2 1 8 h a については、新駅と大学施設を中心とした板倉ニュータウン造成に
より、これを含めて用途地域の再設定を行いました。  
以上の状況を踏まえ、本町では、町の健全な発達・町民の公衆衛生の向

上及び公共用水域の水質保全を図るため、平成 2 5 年度に「板倉町公共下
水道全体計画」を平成 3 8 年目標として策定しました。  
全体計画（計画人口見直し後）の概要を次に示します。  

 
①計画目標年次：平成 3 8 年度  
②下水排除方式：分流式  
③計 画 区 域： 2 1 8 h a  
④計 画 人 口：定 住 者 3 , 7 4 9 人  

昼間人口 2 , 2 0 0 人（大学関係）  
計     5 , 9 4 9 人  

⑤計画汚水量： 1 , 7 7 0 ㎥ /日（日平均）  
 2 , 0 8 0 ㎥ /日（日最大）  
 3 , 2 0 0 ㎥ /日（時間最大）  

 
対象区域である板倉ニュータウンは、住宅・工場及び学校用地としての

開発を目的としており、これからも宅地整備や工場誘致など下水道利用が

継続的に増加する区域となります。このため、下水道事業や施設整備の現

状を把握し、今後の下水道事業を見据えた経営戦略を策定する必要があり

ます。  
様々な環境の変化に対応し、持続的に下水道事業を行うため、平成 2 6 年

8 月に総務省通達「公営企業の経営に当たっての留意事項について」及び
平成 2 8 年 1 月の「「経営戦略」の策定推進について」に基づき、経営基盤
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の強化と財政マネジメントの向上を目標とした「板倉町下水道事業経営戦

略」を策定します。  
 

1.2 計 画 期 間  
平 成 2 9 年度から平成 3 8 年度までの 1 0 年間を計画期間とし、経営状況

の確認と見直しを実施します。  
 

1.3 経 営 の 基 本方針  

( 1 )  公共下水道事業の運営基盤の向上  
板倉ニュータウンの住宅地基盤の整備や工場の誘致については継続中

であるが、公共下水道施設の整備はほぼ完了しています。今後は区域内

の宅地開発や工場誘致に伴う下水道使用水量の増加対応と、水質浄化セ

ンターの効率的な維持管理による経費節減を行います。  
 

( 2 )  汚水の適正な処理  
快適で衛生的な生活を守るため、汚水を適正に処理することに必要な

施策を推進し、流総計画に沿った公共用水域への水質保全に努めます。  
公共下水道整備区域（板倉ニュータウン）以外は、浄化槽整備区域と

して浄化槽整備事業補助金制度を活用し、公共用水域への汚濁負荷の低

減を目的とした整備を行います。これにより、単独浄化槽や汲取り槽の

合併浄化槽への切替えを図ります。  
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第２章  下 水道事業の現状と課題  

2.1 下 水 道 事 業の現状  
本 町 の下水道事業は、平成 6 年度に事業に着手し、平成 9 年度には一部

供用を開始しました。当初全体計画区域は 6 4 0 h a を計画していましたが、
平成 1 7 年度に下水道整備の投資効果や整備効率の見直しにより、下水道
計画区域を板倉ニュータウン 2 1 8 h a とし、全体計画区域及び事業計画区域
として整備を行っています。  
下 水 道 整 備 は ニ ュ ー タ ウ ン 基 盤 整 備 事 業 と 併 行 し て 進 め ら れ た こ と か

ら 、 管 路 整 備 な ど 下 水 道 事 業 は 効 果 的 に 進 め る こ と が 可 能 で し た 。 ま た 、

板倉ニュータウン基盤整備は継続中であるため、下水道事業は効果的な整

備を推進し、下水道事業計画に沿った事業を推進します。  
 

( 1 )  下水道の普及状況  
平成 2 7 年度末の公共下水道管渠延長は 1 5 . 6 ㎞で、下水道事業区域内

の処理人口は 2 , 3 4 5 人に達しています。この公共下水道の処理人口普及
率は 1 5 . 5％で、整備率は 6 7％となります。今後は、板倉ニュータウン基
盤整備事業に沿って区域内人口の増加に対応します。  

 
( 2 )  水洗化の状況  

公共下水道区域は板倉ニュータウン内であるため、ニュータウン基盤

整備と下水道事業は併行して進められたことから、区域内の水洗化率は

1 0 0％となります。  
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( 3 )  使用水量の状況  
以下に板倉町全域の一日平均有収水量を示しますが、全体として平成

1 7 年度以降は減少傾向にあります。しかし、対象区域は基盤整備中のニ
ュータウンであるため、公共下水道区域の下水道水量の増加が考えられ

ます。  
 

 
 

         

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

一 日 平 均 有 収 水 量 (ｍ 3 /日 )         

年 度  H1 5  H 1 6  H 1 7  H 1 8  H 1 9  H 2 0  H 2 1  H 2 2  H 2 3  

有 収 水 量  4, 3 5 2  4 , 4 3 3  4 , 5 0 4  4 , 4 4 7  4 , 4 8 4  4 , 4 3 8  4 , 3 5 3  4 , 4 1 6  4 , 3 6 9  

          

年 度  H2 4  H 2 5  H 2 6  H 2 7       

有 収 水 量  4, 2 8 2  4 , 1 6 2  4 , 1 0 5  4 , 1 4 1       

 
 

図 2-1 一 日 平 均 有 収 水 量  
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以下に一人一日平均有収水量の推移を示します。これは有収水量を給

水人口と 1 年間の日数で除したものです。給水量は、平成 1 7 年度の 2 8 6ℓ/

日 に 対 して平成 2 7 年度は 2 7 4ℓ /日と減少の傾向にあります。  
これは、節水意識の向上や節水効果の高い機器普及によるものと考え

ています。  
 

 
 

         

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

一 人 一 日 平 均 有 収 水 量 （ ℓ /日 ･人 ）     

年 度  H1 5  H 1 6  H 1 7  H 1 8  H 1 9  H 2 0  H 2 1  H 2 2  H 2 3  

有 収 量  2 7 4  2 8 1  2 8 6  2 8 2  2 8 4  2 8 3  2 7 9  2 8 3  2 8 2  

          

年 度  H2 4  H 2 5  H 2 6  H 2 7       

有 収 量  27 9  2 6 9  2 6 8  2 7 4       

 

図 2-2 一 人 一 日 平 均 有 収 水 量 の 推 移  

 

( 4 )  老朽化の状況  
本町の下水道事業は平成 7 年度から工事着手し（平成 9 年度に水質浄

化センターの供用を開始）、 2 0 年以上を経過しています。  
下水道施設の老朽化として、水質浄化センターの機器設備の補修・更

新はあるものの、処理場躯体や管路施設については耐用年数には達して

いません。今後は、水質浄化センターや管路施設の施設台帳の整備を行

い、長寿命化を踏まえた改築更新計画の策定を行います。  
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①  管渠の状況  

平 成 2 7 年度末の管渠延長は、約 1 5 . 6 ㎞となります。平成 7 年度か
ら平成 1 3 年度に幹線管路の施工を実施し、その後はニュータウン基

盤整備に伴う面整備を平成 1 7 年度から平成 2 2 年度に実施していま

す。管渠の老朽化対策は、管渠台帳の整理と改築更新を目的とした調

査の実施・長寿命化を策定します。  
 

 

   図 2-3 管 渠 の 年 度 別 布 設 延 長  
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②  水質浄化センターの状況  

水 質 浄化センターは平成 1 0 年 3 月に供用開始し、運転開始から 1 8
年が経過しています。浄化センターの老朽化としては、施設躯体の耐

用年数について問題はありませんが、機器設備については継続的な保

守・点検を行い、それによりストックマネジメント計画を策定し、効

果的な設備の補修・更新を図ります。  
 

 水 質 浄 化センターの状況         （ 平 成 2 8 年 9 月 3 0 日現
在）  

施 設 名  運 転 開 始  現 在 処 理 人 口  
(人 )  

計 画 汚 水 量  
(日 最 大 ｍ 3 /日 )  

板 倉 水 質 浄 化
セ ン タ ー  平成 10年 3月 31日

定 住  2 , 3 5 4  
昼 間  2 , 2 0 0  
 計   4 , 5 5 4  

2 , 0 8 0  

処理場施設能力 2 , 3 5 0ｍ 3 /日 （ 1 系 列 ）、  

処 理 施 設  水 処 理 棟 、 塩 素 混 和 池 、 放 流 渠 、 汚 泥 処 理 棟 、 管 理 棟  

 

( 5 )  職員の状況  
下水道関係の職員数は当初より変更はなく、 4 名体制です。  
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( 6 )  経営の状況  
①  下水道使用料の状況  

公 共 下水道は平成 9 年度より供用を開始し、ニュータウン基盤整備
に伴う下水道整備により、下水道使用料収入も増加しています。  
本町の平均的な一般家庭における 1 か月当たり使用量 2 0 ㎥で計算

した場合、下水道使用料は、平成 2 7 年度で 3 , 5 6 4 円となっています。 
 

 

   図 2-4 下 水 道 使 用 料 の 推 移  
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②  繰入金の状況  

下 図 は 繰入金の推移を示しています。公共下水道事業の一般会計か

らの繰入金は、平成 1 6 年度が最大であり、平成 1 7 年度には浄化セン
ター整備及び管路整備の大部分が完了しています。今後はニュータウ

ン基盤整備に伴う下水道整備を行いますが、下水道使用料の増加と維

持管理費用の低減などにより繰入金の低減を図ります。  
 

 

   図 2-5 繰 入 金 の 推 移  
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③  経費回収率の状況  

経 費 回収率は、支出について変化が少なく大きな変動はありません。

使用料収入は年々微増しているため、経費回収率も微増を示していま

す。  

 

 

    図 2-6 経 費 回 収 率 の 推 移  

 

  



－ 11 － 

 

④  企業債残高  

平 成  2 7  年度末の企業債残高は 9 2 9 , 8 8 8 千円となっており、平成 1 2
年度以降は毎年度減少しています  

 

 

 

図 2-7 企 業 債 残 高 の 推 移  

 

  

年度 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15

企業債残高 60,100 416,500 1,264,451 2,111,974 2,449,787 2,672,676 2,561,286 2,427,185 2,267,592

年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

企業債残高 2,101,159 1,927,028 1,755,912 1,609,104 1,485,954 1,396,092 1,308,527 1,226,114 1,148,791

年度 H25 H26 H27

企業債残高 1,075,912 1,003,287 929,888

企業債残高の推移

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

(円)
企業債残高の推移
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⑤  経営指標（公共下水道事業）  

平 成 2 7 年度の公共下水道事業における経営指標を次頁に示します。  
 

（ 経 営 の健全性）  

収 益 的収支比率は 1 0 1％で、おおむね良好です。しかしながら、収
入 の 半分以 上 を繰入 金 として 一 般会計 か ら繰り 入 れてお り 、今 後 は

この繰入金の低減を図っていきます。  
 

（ 経 営 の効率性）  

経 費 回収率・汚水処理原価・施設利用率より、使用料収入の確保及

び汚水処理費の削減が必要となります。  
経費回収率は類似団体平均値と同様に 7 割程度となっており、今

後 も この傾 向 は続く と 思われ ま す。汚 水 処理原 価 は類似 団 体と 比 べ

て 高 くなっ て おり、 維 持管理 費 の削減 ・ 人口増 に 伴う下 水 道使 用 水

量の増加を図ります。  
施 設 利 用 率 は 類 似 団 体 よ り 低 く 、 これ は 水 処 理 施 設 能 力 よ り 現 況

流 入 水量が 少 ないこ と が考え ら れ、ニ ュ ータウ ン 基盤整 備 によ る 下

水道使用水量の増加により改善されます。  
水 洗 化 率 は 、 ニ ュ ー タ ウ ン 基 盤 整 備と 併 行 し た 下 水 道 整 備 を 行 っ

ていることから 1 0 0％となっています。  
 

 公 共 下 水道事業（平成 27 年 度 ）  

視  点  項  目  望 ま し い 方 向 板 倉 町  類 似 団 体  
平 均 値  

経 営 の 健 全 性  

収 益 的 収 支 比 率 (％ )   1 0 1 . 5 2  －  

累 積 欠 損 比 率 (％ )   該 当 な し  －  

流 動 比 率 (％ )   該 当 な し  －  

企 業 債 残 高 対 事 業  
規 模 比 率 (％ )   0 . 0 0  1 , 1 6 2 . 3 6  

経 営 の 効 率 性  

経 費 回 収 率 (％ )   6 7 . 8 9  6 8 . 2 1  

汚 水 処 理 原 価 (円 )   3 0 0 . 7 9  2 5 0 . 8 4  

施 設 利 用 率 (％ )   3 3 . 7 4  4 9 . 3 9  

水 洗 化 率 (％ )   1 0 0 . 0 0  8 3 . 9 6  

老 朽 化 の 状 況  

有 形 固 定 資 産  
減 価 償 却 率 (％ )  

 該 当 な し  －  

管 渠 老 朽 化 率 (％ )   該 当 な し  －  

管 渠 改 善 率 (％ )   0 . 0 0  0 . 1 5  
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＜各指標の組み合わせによる分析の考え方＞  

 

①  収益的収支比率  

法 適 用企業における経常収支比率にほぼ準じた指標です。  
（経常収支比率）  

当該年度において、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持

管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標です。  
単年度の収支が黒字の場合は 1 0 0％以上となっています。  
1 0 0％未満：経営改善に向けた取組が必要。  

 

②  累積欠損比率  

営 業 収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度から

の繰越利益剰余金等でも補填することが出来ず、複数年度にわたって累積し

た欠損金のこと）の状況を表す指標です。  
累 積 欠損金 が 発生し て いない こ とを示 す 0％で あ ること が 求めら れ ます 。 
数値が 0％より高い場合：経営の健全性に課題があります。  

 

③  流動比率  

短 期 的な債務に対する支払い能力を表す指標です。  
1 年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況

を示します。  
1 0 0％以上であることが必要です。  
1 0 0％を 下回る場合：支払い能力を高めるための経営改善を図っていきま

す。  
 

④  企業債残高対事業規模比率  

料 金 収入に対する企業債残高の割合で、企業債残高の規模を表す指標です。 

留 意 点として、投資規模は適切か、料金水準は適切か等の分析を行い、経

営改善を図っていきます。  

 

⑤  経費回収率  

使 用 料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標

で使用料水準等を評価することが可能です。  
使用料で回収すべき経費をすべて使用料で賄えている状況を示す 1 0 0％以

上であることが必要です。  
数値が 1 0 0％を下回っている場合：汚水処理に係る費用が使用料以外の収

入により賄われていることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚

水処理費の削減が必要です。  
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⑥  汚水処理原価  

有 収 水量 1 ㎥あたりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費、汚水維

持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標です。  
投資の効率化や維持管理費の削減、接続率の向上による有収水量を増加さ

せる取組といった経営改善が必要となります。  
 

⑦  施設利用率  

施 設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割

合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。  

一 般 的には高い数値であることが望まれます。  

 

⑧  水洗化率  

現 在 処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している

人口の割合を表した指標です。  
公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加の観点から 1 0 0％となってい

ることが望まれます。  
数値が 1 0 0％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておらず、水

質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入増を図るた

め、水洗化向上の取組みが必要となります。  
 

⑨  有形固定資産減価償却率  

有 形 固 定 資 産 の う ち 償 却 対 象 資 産 の 減 価 償 却 が ど の 程 度 進 ん で い る か を

表す指標で、資産の老朽化度合を示しています。  
一般的には、数値が 1 0 0％に近いほど、保有資産が法定耐用年数に近づい

ていることを示しており、将来の施設の改築（更新・長寿命化）等の必要性

を推測することができます。  
 

⑩  管渠老朽化率  

法 定 耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合

を示します。一般的には、数値が高い場合には法定耐用年数を経過した管渠

を多く保有しており、管渠の改築等の必要性を推測することができます。  
 

⑪  管渠改善率  

当 年 度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状

況を把握できます。  
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第３章  経 営の基本方針  

下水道事業は、清潔で快適な生活環境を維持し、災害に耐える都市を形成

するうえで欠かすことのできない事業です。板倉町公共下水道事業整備区域

は板倉ニュータウン開発区域となり、それ以外の区域は浄化槽整備区域とし

て合併処理浄化槽の整備としています。  

前 章 での経営の健全性，効率性の現状を踏まえ、以下の課題の解消を図る

ものです。  

 

①  収益的収支比率 1 0 1 . 5 2％の維持と繰入金の低減  
②  維持管理費の削減  
③  下水道処理効率の改善  
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第４章  効 率化・経営健全化の取組み  

下水道事業は効率化・経営健全化に取り組む必要があり、使用料収入の確

保や、事業運営にかかるコストを削減することで経営基盤の強化を図る必要

があります。  

加 え て防災対策の強化も重要となります。  
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○  施 策 の体系  

施 策 目 標  取  組  項  目  

1  経 営 基 盤 の 強 化  

(1 )  人 材 の 確 保 と 育 成  

(2 )  効 率 的 な 組 織 の 整 備  

(3 )  定 員 管 理 の 推 進  

(4 )  職 員 の 給 与 の 適 正 化  

(5 )  民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ の 活 用  

(6 )  収 納 率 の 向 上  

(7 )  資 産 の 有 効 活 用  

(8 )  不 明 水 対 策  

2 投 資 の 合 理 化  

(1）  計 画 的 な 投 資 と 長 寿 命 化  

(2 )  民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ の 活 用  

(3 )  新 技 術 の 活 用  

3 危 機 管 理 体 制 の 強 化  

(1）  危 機 管 理 等 の 体 制 整 備  

(2 )  施 設 の 耐 震 化  

(3 )  公 共 用 水 域 の 水 質 保 全  
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4.1 経 営 基 盤 の強化と対策  
( 1 )  人材の確保と育成  

下水道事業に対する要望や期待は、複雑多様化・高度化してきており、

職員一人ひとりの能力の向上と確保が必要となります。下水道事業を担

う人材を育成するために職員研修や職場外研修に積極的に参加し、業務

の実情に応じた人材を育成します。  
 

( 2 )  効率的な組織の整備  
下水道事業では、使用料の徴収事務、緊急的課題に対応するため効果

的・効率的に事務・事業を取り組んできましたが、今後も業務の改善や

水道事業との共同などにより組織の効率化を進めていきます。  

 

( 3 )  定員管理の推進  
下水道事業の定員は業務の効率化・能率化を図り、地域の実情を踏ま

えながら適正な定員数を設定し、効率的な業務体制を継続します。  

 

( 4 )  職員の給与の適正化  
給与等の見直しにより、適正な水準の確保に努めています。引き続き

給与の適正化を継続します。  

 

( 5 )  民間資金・ノウハウの活用  
下水道事業では現在、水質浄化センターの運転管理業務、汚泥処分、

下水道使用料徴収等の委託を進め業務の効率化を図っています。今後も

水質浄化センターの運転管理手法の問題点や課題を抽出し、施設運転管

理者との協議・調整を行い、維持管理費の低減を図ります。  

 

( 6 )  収納率の向上  
下水道使用者の負担の公平性を図るとともに、下水道事業の財源を確

保するために下水道使用料の収納率の向上に取り組みます。  

ｲ )  下水道使用料  
収納率の向上のために、委託会社による未納者への訪問や電話によ

る催促を定期的に実施する等、未収金の減少に努めます。  

ﾛ )  下水道受益者負担金等  
現 在 の対象地域の下水道受益者負担金はありません。  

 

( 7 )  資産の有効活用  
水質浄化センター内の未利用地については、災害時における簡易処理

施設の設置や災害拠点としての利用を検討します。  

 

  



－ 20 － 

( 8 )  不明水対策  
下水道の管渠等からの不明水は、下水の処理経費がかさむ原因の一つ

となっています。雨天時の下水流入水量の把握により不明水状況を確認

し、街路排水施設整備の推進や下水道施設の補修より不明水の低減を図

ります。  

 

4.2 投 資 の 合 理化  

( 1 )  計画的な投資と長寿命化  
平成 7 年度から平成 1 7 年度にかけて集中して下水道整備を行った結

果、今後、施設の改築更新時期（耐用年数経過時）に多額の費用が見込

まれます。このため、改築更新サイクルを考慮した更新費用の平準化を

図り、老朽化した管渠や水質浄化センターの改築を計画的、効率的に進

めていく必要があります。  
施設の更新に当たっては、過剰投資とならないよう内容の精査を行う

など、投資の合理化に取り組みます。  
 

( 2 )  民間資金・ノウハウの活用  
下水道事業の規模が小さく民間資金導入の効果が期待できないことか

ら、P F I や P P P の導入は考えていませんが、他市町村での導入事例を参
考に検討したい。  

 
( 3 )  新技術の活用  

水質浄化センター設備について、設備更新時に省エネルギータイプの

機器の導入を図り、消費電力の削減に努めます。  
 

4.3 危 機 管 理 体制の強化  

( 1 )  危機管理等の体制整備  
自然災害や事故等により下水道施設が被害を受けた場合でも、短期間

で復旧できるようにするため、板倉町地域防災計画との整合を図り災害

時行動マニュアルの策定を行います。また、職員の迅速な対応ができる

ように職員及び下水道関連業者との協議・調整を図ります。  
 

( 2 )  施設の耐震化  
下水道施設は重要なライフラインの一つであり、震災により施設の機

能が停止した場合、下水道管渠等の損壊による道路陥没、排水不能によ

り汚水が地表面に溢れるなど、住民生活への大きな影響を及ぼします。  
このため、管渠及び水質浄化センター施設は、ストックマネジメント

計画を策定の上で改築更新時に耐震化を進めていきます。  
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( 3 )  公共用水域の水質保全  
水質浄化センターの放流水は、下水道法、水質汚濁防止法などにより

排水基準が設けられています。今後も下水処理を適性に行い、排水基準

を順守し、管理体制の充実を図ります。  
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第５章  投 資・財政計画  

下水道は、現代社会において必要不可欠な社会基盤であり、安全・快適で

持続可能なものでなければなりません。  
下水道事業は多額の資金が必要になるため、その投資試算（施設・設備投

資の見通し）と財源試算（下水道使用料などの財源の見通し）を均衡させる

ことが非常に重要であり、計画的、効率的な下水道施設の改築更新やサイズ

ダウンなどにより投資の合理化を進める必要があります。  
また、災害や事故等の発生時に備えた危機管理体制の強化も重要となりま

す。  
 

5.1 計 画 検 討 の方針  

( 1 )  投資・費用に関する方針  
建設改良費は、処理施設のストックマネジメント計画等を実施します。 

な お 、管渠等の更新事業は、本計画期間においては対象管渠がありま

せん。  

ま た 、維持管理費用においても、長期契約による施設維持管理業務委

託料の圧縮等コスト削減を図り、費用を抑制していきます。  

 

( 2 )  財源に関する方針  
下水道使用料は、現行の使用料体系を継続します。一般会計繰入金に

ついては、一般会計側の厳しい財政状況を考慮し、費用の削減を行い、

繰入額の減額に努めます。  

 

5.2 投 資 に つ いての説明  

( 1 )  長寿命化対策  
下水道施設全体の維持管理・改築・修繕の一体的な最適化を図るため、

ストックマネジメント計画を平成 3 0 年度から平成 3 1 年度に策定するこ
とにより、投資の合理化を図ることで、より安定的な下水道サービスの

提供を確保します。  
 

( 2 )  施設耐震化事業  
平成７年に M 7 . 3 の阪神・淡路大震災が、平成 1 6 年に M 6 . 8 の新潟県

中越地震が、平成 2 3 年に M 9 . 0 の東日本大震災が発生したように、近
年、日本各地において大地震が発生し、甚大なる被害が出ています。  
九州においても、平成 1 7 年に M 7 . 0 の福岡県西方沖地震が、平成 2 8

年に M 7 . 3 の熊本地震が発生しています。ひとたび大地震が起き、下水
道に被害が生じれば、トイレなどの生活排水が下水道に流せないばかり

か、汚水の流出による地下水や土壌の汚染が進み公衆衛生上大きな影響

を与えるため、住民生活に甚大な被害を及ぼすことから、下水道施設の



－ 23 － 

地震への対策が求められています。  
下水道施設の耐震設計については、耐震基準を満たすかどうかの詳細

診断設計を行う必要があります。  
 

5.3 財 源 に つ いての説明  

( 1 )  下水道使用料  
公共下水道事業における平成 2 7 年度の下水道使用料は 5 , 2 7 3 万円で

すが、計画期間中の当該処理区内人口が今後も増加する見込みであるこ

となどから、平成 2 9 年度は 5 , 9 5 8 万円、平成 3 8 年度には 8 , 0 2 6 万円 に
なると見込んでいます。  
なお、計画期間中、使用料単価は改定しないものとします。  
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( 2 )  企業債  
現役世代が負担すべき費用を将来世代が過度に負担することとならな

いように、ストックマネジメント計画による投資等を実施する場合にお

いても、企業債発行を可能な限り抑制していきます。  
企業債残高は、平成 2 8 年度末の 8 5 4 , 5 9 8 千円から減少し平成 3 8 年度

には 5 2 , 2 1 3 千円となる見込みです。  
 

 
 

 将来予測 

年　度 行政人口（人） 一般（人） ニュータウン（人） 年間有収水量（m3) 下水道使用料（千円） 備考

H29 14,640 11,990 2,650 291,789 59,583

H30 14,680 11,800 2,880 317,114 64,755

H31 14,480 11,620 2,860 314,912 64,305

H32 14,390 11,430 2,960 325,923 66,553

H33 14,310 11,250 3,060 336,934 68,802

H34 14,230 11,070 3,160 347,945 71,050

H35 14,150 10,880 3,270 360,057 73,524

H36 14,070 10,700 3,370 371,068 75,772

H37 13,980 10,510 3,470 382,079 78,021

H38 13,900 10,330 3,570 393,090 80,269
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( 3 )  一般会計繰入金  
一般会計からの繰入金は、毎年度、総務省から通知される「地方公営

企業繰出金について」に定める基準に基づき、基準内繰入金と基準外繰

入金に分けられます。  
汚水処理に係る経費のうち、「分流式下水道等に要する経費」や「高資

本対策に要する経費」などが基準内繰入金とされており、これは下水道

の整備が公共用水域の汚濁防止などにつながることから、汚水処理費に

ついても一部公費負担が認められているものです。  
これらの基準内繰入金は、地方交付税算定の対象とされ、国からの財

政措置があります。一方、単に資金不足や赤字補てんのため、または地

方公共団体の独自の判断による繰入金は、基準外繰入金とされています。

これらの汚水の処理に係る経費に対する繰入金を「他会計繰入金」とし

て一般会計から繰り入れています。  
本町においては下水道事業が資金不足にならないよう、本戦略期間中

は毎年 7 , 5 0 0 万円～ 1 億 2 , 9 0 0 万円程度で推移するよう見込んでいます。 
今後、企業債残高の減少などに伴う対象経費の減少により、一般会計

繰入金についても、減少していくものと考えます。  

 

 
 

( 4 )  国庫補助金  
下水道施設の長寿命化対策や浸水対策の実施にあたっては、国庫補助

金（防災・安全社会資本整備交付金）の最大限の活用を基本とし、将来

見通しについては、現行の補助基準（「社会資本整備総合交付金交付要綱」）

を基に補助対象事業費の 1 / 2 として試算しています。  
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5.4 投 資 以 外 の経費についての説明  

( 1 )  職員給与費  
中長期的な事業量に応じた職員数の適正化を図っていくことが重要で

すが、当面は現在の体制を維持していきます。給与改定などを考慮せず、

平成 2 7 年度実績を基準として算定しています。  
 

( 2 )  動力費  
処理場の運転管理に必要な電気代をはじめとする経費で、処理場の設

備更新時に、省エネ・効率的な設備への更新を行い、動力費の削減を図

ります。  

 

( 3 )  薬品費  
処理水量の変動を的確に監視するとともに効率的な薬剤注入量の検証

を行い、経費削減の検討を行います。下水処理における新技術の導入に

ついて研究・検討を行います。  

 

( 4 )  修繕費  
修繕費は、処理場設備や管路等、下水道施設の経年劣化に伴う機能停

止や事故を防止するため、機能維持に必要な経費を見込んでいます。今

後は、施設の老朽化に伴い、修繕費の増加が見込まれるものの、長寿命

化対策やストックマネジメント計画に基づく予防保全を進め、修繕の対

象とすることで経費の節減に努めることとしております。  

 

( 5 )  委託費  
処理場の運転管理や水質検査等の業務について、民間に外部委託する

経費を見込んでいます。  
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5.5 財 政 収 支 の見通し  

( 1 )  計画検討の条件  
計画数値の試算の前提となる条件は次に示すものとします。  

 

 

( 2 )  投資・費用と財源の均衡  
快適な下水道サービスを提供するために施設機能強化は欠かせないも

のであり、今後予定している老朽化対策、耐震化対策には莫大な費用が

かかります。  
一方で、当該処理区内の人口増により使用料収入は増加傾向にあるも

のの、１世帯当たりの使用水量は減少傾向にあるため、大幅な伸びは期

営業収益
使用料収入  年間有収水量×供給単価

営業外収益
他会計補助金

 一般会計負担金（基準内繰入金：総務省の示す算定基準に基づき推計）
 一般会計補助金 （基準外繰入金）

営業外収益
その他  その他営業外収益の過去の実績値平均

営業費用
職員給与費  平成27年度実績値

営業費用
経費  過去の実績値をベースとして個別に推計

営業外費用
支払利息  平成27年度までに借り入れた企業債の支払利息

営業外費用
その他  各年度の消費税分

企業債  新規借り入れなし

他会計出資金  基準内繰入金：総務省の示す算定基準に基づき推計＋基準外繰入金

国庫補助金  当年度の建設改良費に基づき補助率を乗じて算出

建設改良費
 老朽化対策、長寿命化対策、耐震化対策等に係る事業費を算出。
 計画策定費として平成30～31年度に20,000千円程度。

企業債償還金  平成27年度までに借り入れた企業債の償還元金

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出
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待できない状況であります。そのため、投資・費用と財源の見通しの均

衡を図ることが非常に重要となります。  
 

( 3 )  収益的収支  
収益的収支は、主に維持管理に係る収入及び支出となっています。下

水道使用料や一般会計からの繰入金は、収益的収入として計上していま

す。  
収益的支出については、今後、処理場や管路施設の老朽化に伴い、多

大な修繕費が必要となること、人口増加による流入水量の伸びに応じて

処理場の運転管理に係る費用などの維持管理費の増加が見込まれます。

経費節減のため、処理場の運転管理において複数年の民間委託を行い、

委託料の軽減に努めており、今後も更なる経費節減を図っていきます。  
また、ストックマネジメント計画を策定することにより、施設の最適

化を図り、更新費用の削減及び維持管理費の軽減に努めます。  
さらに、収益的支出には、企業債利息も含まれています。今後も企業

債の抑制に努めることから、利息は、年々減少していくものと考えられ

ます。  
 

( 4 )  資本的収支  
資本的収支における収入は企業債、国庫補助金、支出は建設改良費及

び企業債償還金が主要なものとなっています。  
建設改良費については、施設の老朽化対策等、投資に係る事業費とし

て平成 3 0 年度から平成 3 1 年度に年間 1 0 , 0 0 0 千円程度を見込んでいま
すが、近年、国庫補助金が要望額に対して減額されることもあり、国庫

補助金の状況に応じて事業を行っていきます。  
企業債償還金については、平成 1 7 年度に償還金のピークを迎え、年々

減少していく傾向です。  
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5.6 投 資 ・ 財 政計画  
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第６章  経 営戦略の事後検証、更新等  

今後、この計画の実施状況を適宜評価・検証を行いながら、計画期間の中

間時である平成 3 3 年度に見直しを行うとともに、この経営戦略と実績との
乖離が著しい場合、また計画の前提となる経営・財政の条件が大幅に変更に

なった場合に見直しを行います。  
 


